
責任ある企業行動と人権デューディリジェンス： 
日本企業のグッドプラクティス

1. 責任ある企業行動を企業方針及び経営システムに組み込む

【方針の策定・周知】
	▶ 様々なステークホルダーと対話し、国際的な文書を参照しながら、人権方針を策定する。（アシックス）
	▶ グループ行動基準の下に人権方針や調達方針をはじめとする各種社内方針を体系的に整備する。（東芝）
	▶ 現地の公用語でのハンドブックを作成・配布して、人権方針の周知・浸透に努める。（キヤノン）

【社内体制の整備】
	▶ 人権推進事務局とリスクマネジメント委員会を通じて、全社横断的な取り組みを促進する。（キヤノン）
	▶ 責任あるバリューチェーン分科会を設置し、グループ全体での人権尊重の取り組みを推進する。（ブラザー）
	▶ サステナビリティ委員会やCSR調達部会等を通じて、部門横断的な連携を促進する体制を整備する。（ワコール）

【研修・教育の実施】
	▶ 従業員が主体的に理解を深められるロールプレイング形式のワークショップ研修等を通じて、CSR調達対応への社内の理解を
促進する。（帝人フロンティア）

2. 企業の事業、製品またはサービスに関連する実際のおよび潜在的な負の影響を特定し、評価する

【対話の機会の確保】
	▶ 労使協議会とは別に人権に特化した労使対話を実施し、従業員の人権に関する懸念を把握する。（キヤノン）
	▶ 母国語でインタビューするなど外国人労働者の特性を踏まえて、また、対話を行いながら工場監査を実施する。（三起商行）

【人権課題把握のための体制・手段の構築】
	▶ 週次報告書・工場訪問等の様々な手段を通じて現地工場における労働環境の把握に努める。（小島衣料）
	▶ グループ会社における人権・労働関連の課題を把握するべく各社が実施する自主精査を本社が包括的にサポートする。� 	
（パナソニック）
	▶ 工場の従業員の声を吸い上げる仕組みを複数用意し、潜在的な負の影響を早期に把握するように努める。（キヤノン）

【トレーサビリティの確保】
	▶ 特定の原材料について優先して、４次サプライヤーまでのトレーサビリティの確保に努める。（アシックス）
	▶ 間接的な取引先のトレーサビリティも確保できるよう、商品企画の段階で直接取引先に仕入れ先を確認し、管理する。� 	
（ファーストリテイリング）

3. 負の影響を停止する、防止するおよび軽減する

【対話を通じた負の影響の防止・軽減】
	▶ 工場内に設置した安全衛生委員会等における現地従業員との対話を通じ労働安全衛生文化の醸成を推進する。（パナソニック）
	▶ 従業員と対話を通じて労働災害のリスクを軽減する。（ワコール）
	▶ 企業による手数料負担や外国人技能実習生への確認を通じて、本人に自国での送り出しに関する手数料を負担させないよう取
り組む。（帝人フロンティア）

【取引先の取り組みの促進・支援】
	▶「ビジネスパートナー管理方針」に基づき、サプライヤーにおける取り組みを要請し、支援する。（アシックス）
	▶ 苦情処理メカニズムを通じて得た情報を活用して重要な課題を把握し、サプライヤーにおける負の影響の防止・軽減を支援す
る。（ファーストリテイリング）
	▶ インセンティブ付与を通じサプライヤーによるCSR調達ガイドラインの順守を促進する。（三起商行）
	▶ CSRアンケートの結果のフィードバックや個別面談を通じて、取引先における負の影響の防止・軽減を促す。（ブラザー）

【企業間での協力】
	▶ 現地での勉強会等の場を通じて他企業と協働して現地労働法令の情報を収集し従業員の権利保護を促進する。（丸久）



4. 実施状況および結果を追跡評価する

【負の影響の防止・軽減に活用】
	▶ 労働安全衛生マネジメントシステムを推進するとともに、重大な労働災害の発生状況を調査・分析し、再発防止に活用す
る。（パナソニック）
	▶ 労働時間など人事部門が把握している既存のモニタリング指標を人権DDの実効性評価にも活用する。（キヤノン）

【人権 DD の手法改善に活用】
	▶ 苦情処理メカニズムを国連指導原則に照らして自己評価し、その結果確認された課題に取り組む。� 	
（ファーストリテイリング）
	▶ 従前の取り組みにおける課題を踏まえ、生産パートナーの自主的な取組を推進するとともに、業界共通のフレームワーク
の評価ツールを用いるようにするなど人権デューディリジェンスの方法を改善する。（ファーストリテイリング）
	▶ 調達取引先における調達方針に関する遵守状況等を定期的に調査し、手法についても強化・改善する。（東芝）

5. 影響にどのように対処したかを伝える

【情報開示の工夫】
	▶ ステークホルダーが理解しやすいように、定性・定量双方の情報開示に努める。（東芝）
	▶ グループにおける「顕著な人権リスク」を中心に据えて、対応状況や方針を記載することで、一覧性のある形で情報を開
示する。（キヤノン）

【詳細な情報開示】
	▶ 苦情処理メカニズムの透明性の確保に向けて、通報件数やその内訳などの関連情報を積極的に開示する。（パナソニック）
	▶ 労働環境モニタリングに関する取り組みについてその概要だけでなく、評価結果や評価区分の説明等を分かりやすく開示
する。（ファーストリテイリング）

【情報開示を通じたコミットメント】
	▶ 委託先リストの公開を通じて自社の取り組みにコミットするとともに、サプライヤーによる更なる取り組みを促進する。
（ワコール）

6. 適切な場合是正措置を行う、または是正のために協力する

【苦情処理メカニズムの設置・改善】
	▶ 通報への対応状況の通報者への開示を含む様々な施策を通じ、グローバル ホットラインの実効性確保に努める。� 	
（パナソニック）
	▶ 苦情処理メカニズムの運用プロセスやタイムラインの開示を通じ、利用者にとって予測可能なシステムとなるように努め
る。（ファーストリテイリング）
	▶ 苦情処理メカニズムの設置と外部団体のメカニズムへの参画を通じ救済へのアクセスを整備する。（ブラザー）

【取引先との連携・支援】
	▶ サプライヤーとの間で危機管理報告書を活用し、情報共有体制を構築することで、人権侵害を含む問題発生時の迅速な対
応を可能にする。（アシックス）
	▶ 苦情処理メカニズムの導入や同メカニズムに寄せられた問題の解決においてサプライヤーを支援する。（三起商行）

その他のグッドプラクティス：ILO 多国籍企業宣言

	▶ 海外工場の従業員に研修プログラムの提供を通じて、上位職就任の機会を創出する。（小島衣料）
	▶ サプライヤーに対してベターワークのプログラムへの参加を促すとともに、サプライヤーにおける労使対話を促進する。
（ファーストリテイリング）

この資料は、日本政府拠出の「アジアにおける責任あるバリューチェーン構築プログラム」において作成されたものです。


